
■少子高齢化の影響
　自治会、広報委員会や各種団体の運営
が困難。
【理　由】
・役員の担い手不足
・地域住民の関心の低下　など

四国中央市では…

第２次行政改革大綱 （平成２３年３月策定）

【推進項目】

地域社会の絆の再生

■希薄化する人と人との絆
【理　由】
・核家族の増加
・個人主義的傾向への偏重　など
→　地域協働の必要性

■厳しい財政状況
【理　由】
・地方交付税の減少　
・合併特例債の廃止　など

■市職員の減少
【理　由】
・職員に係る第２次定員適正化計画の推進
により、合併時１, ２７０人であった職員
を平成３２年度には、約８５０人体制を目
指す。 　
→　一定の権限を地域に移譲する必要性

【実施項目】

・ 地域コミュニティ基本計画の策定

・公民館のあり方の見直し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が示されました。

地　域 行　政

これらの必要性を鑑み

■地域コミュニティ基本計画策定の背景

人と人との絆を再生し、市と行政との協働によ
り、地域課題を解決していく力（地域力）を向上
させていくことが重要という観点から…

地域コミュニティ活性化事業

【取り組み内容】

■地域コミュニティ基本計画の策定

⇒地域コミュニティの拠点のあり方や地域活性化策の推進体制などについて検討し、地域社会

の絆の再生を図るための基本計画を策定する。

■公民館のあり方の見直し

⇒生涯学習の拠点としての公民館のあり方を見直し、総合的な地域拠点としての機能整備を図

る。

資料１



■地域コミュニティ活性化事業のイメージ

連携拠点 （公民館）

地区コミュニティ協議会が主体となり取り組みます

地区コミュニティ協議
会の活動に対する
・人的支援
・財政的支援
・人材育成支援
・拠点施設（公民館）の
整備を行う。

行政
【今後求められる連携拠点としての役割】
現在、公民館は社会教育活動を主体とした地域づく
りを行っていますが、近年は、防災、防犯、環境、
福祉など多岐にわたる分野の現代的な課題が出てき
ており、それらを解決するために、さまざまなコミ
ュニティが連携して取り組み、「地域力」を向上させ
る必要があります。

【公民館の現状】
住民の生活に即した教育、文化などの社会教
育活動に加え、レクリエーション活動や親睦
活動という地域の人と人との絆を強める活動
のほか、環境保全や安心・安全活動という地
域課題解決に向けたコミュニティ活動全般に
まで拡大しています。

支援

参画

地域

市民は、コミュニティ
活動の重要性を認識し、
その活動に積極的に参
加するよう努めます。

協働

【地区コミュニティ協議会のイメージ】

福　祉

防　災防　犯

教　育

環　境 文　化

地区コミュニティ協議会
（標準的な名称）

【構成団体】

自治基本条例の中でコミュニティとして

示されている自治会、 町内会、 ボラ

ンティア団体、 青年団、 婦人会など

の団体

課題解決

地区の実情に合わせた

「ゆるやかな連携」
課題解決

■地区コミュニティ協議会とは

～～～～～～～～～～～～～～

 公民館単位のさまざまなコミュ
ニティが協働し、特色ある地区
コミュニティ計画（公民館単位
の計画）を作成していただき、
その計画に基づき、地域課題の
解決に向けた事業を行っていた
だきます。


